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税関総署が「税関査察条例」の実施弁法を公布 

税関総署は、9月 26日に『「中華人民共和国税関査察条例」実施弁法』を公布した。同法は 2016年 11月 1日から施行される。同法

は税関の新しい査察条例に及ぶ具体的な手続きおよび権利と義務などについて、これを規範化し、企業の自主開示制度、専門機構へ

の委託、査察手続などについて補足規定を追加した。 

税関総署が「協調制度（2017年版）」を公布 

世界税関機構（WCO）が 2017年版の「商品の名称及び HSコード協調制度」の修正目録を公布した。これに伴って中国の税関総署は

2016年 9月 1日に中国語の修正目録を公布した。当該「協調制度」は、中国の関連官庁が制定・実施する輸出入税則、貿易管理制

度、統計制度ならびにその他の輸出入管理措置の基準目録となる。改訂版は 2017年 1月 1日から正式的に発効する。 

中国大陸及び台湾の税関が AEO相互認定試験実施へ 

中国税関総署が 2016年 9月 7日に公布した 2016年第 49号公告により、中国大陸及び台湾（以下「海峡両岸」）の税関は 2016年

10月 1日から「認定済事業者（AEO：Authorized Economic Operator）」の相互認定を試験的に実施することとなった。相手の AEO

認定企業に対し、海峡両岸の税関は輸入申告の書類審査、貨物検査の軽減、並びに輸入貨物の優先審査など、通関における優遇措

置の適用を与える。中国大陸の試験地は南京税関、福州税関、アモイ税関である。なお、台湾の試験地は高雄税関、基隆税関であ

る。 

一部の輸入情報技術（IT）製品の最恵国税率（MFN税率）初引下げ 

税関総署が 2016年 9月 14日に公布した「一部の輸入情報技術製品の最恵国税率調整に関する通知」（税関総署公告 2016年第

50号）により、9月 15日から一部の IT製品に対する最恵国税率の初引下げを実施する。なお、一部の IT製品の HSコードも変更さ

れたため、引下げ税率の優遇に適応するか否かについて、輸入申告の時に注意しなければならない。 

原産地管理システムが特殊監督管理エリアに稼動 

税関総署が 2016年 9月 26日に公布した 2016年第 53号公告により、同年 10月 1日から原産地管理システムが税関の特殊監督

管理エリア（保税監督管理場所）で稼動する。同システムによって、輸入業者は原産地証明書の電子データが入力でき、ならびに利用

状況が確認できる。なお、同システムを通じて、国内で製品を販売する際に協定税率または特恵税率を適応する企業にとってより便利

となる。 

貿易優遇協定における輸出入貨物に対し、通関申告書の記入を規範化 

税関総署が 2016年 9月 20日に公布した「貿易優遇協定における輸出入貨物申告書記入の規範化に関する公告」（税関総署公告

2016年第 51号）により、2016年 10月 1日から、貿易優遇協定における輸出入貨物申告書は新しい記入方法が適用される。同時

に、通関申告書に付随する証憑欄、並びに「証憑対応関係表」の記入は規範化された。 
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質検総局・税関総署が検査検疫対象となる輸出入商品の目録を共同調整 

質検総局及び税関総署が「輸出入検査検疫機構における検査検疫対象輸出入商品目録（2016年）の調整に関する質検総局・税関総

署の公告」を公布した。同公告に基づき、2016年 9月 1日より、玩具、幼児用自転車、チャイルド・シートなどの商品（計 15個の税関

商品コード）に対する輸出入検査検疫の監督管理要求「B」が取消された。今後、当該商品に対し、輸出入検査検疫機構による輸出入

検査検疫は行なわれない。 

税関総署が「税関輸入貨物滞納金専用伝票」の使用を開始 

税関総署 2016年第 47号公告により、2016年 9月 1日から「税関輸入貨物滞納金専用伝票」の使用が開始された。なお、当該伝票

は、税関が輸入貨物の受取人に滞納金を徴収する場合のみ使用される。 

地方税関政策の最新動向 

南京税関が税関査察業務に民間仲介機構の導入を一層促進 

南京税関は、2016年 9月 13日に「2016年の税関査察業務に協力可能な民間仲介機構の候補リストに関する公告」を公布した。同

公告には税関査察業務に協力可能な民間仲介機構の一次候補者リストが列挙されている。これにより、南京税関は税関査察業務に

対する民間仲介機構の導入を一層促進させる。 

浙江省が越境 EC（電子商取引）の監督管理に関する新政策を公布 

浙江省商務庁は、浙江省統計局、国税局、国家外貨管理局浙江省支局、杭州税関、寧波税関、浙江省検験検疫局、寧波検験検疫局

などの関係官庁と共同で、「浙江省越境 EC管理暫定弁法」を制定した。同弁法では、越境 EC（電子商取引）の経営主体が業務により

異なると明記した。経営主体は、プラットフォームを自有している企業、越境 ECを応用する企業、越境 ECサービスを提供する企業、

第三者プラットフォームの 4種類に区分されている。その他、登記済越境 ECの経営主体は、政府補助金、税減免、構築模範、税関の

優先手続き、申告・検査検疫などの優遇政策を享受することができる。 
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